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公立大学法人福島県立医科大学の平成 29 年度業務の実績に関する評価結果（年度評価） 

第１ 「全体評価」 

 公立大学法人福島県立医科大学（以下「法人」という。）においては、平成１８年

度の法人化以降、法人化のメリットを生かした以下の特色ある運営がなされている。 

○ 理事長のリーダーシップによる迅速な意思決定に基づく、組織、人事、予算

などの面での自由度を生かした自主的・自律的な運営 

○ 学外者や専門家の幅広い見地と地域社会のニーズ等を踏まえた運営 

第二期中期目標期間の最後の事業年度となる平成２９年度の業務実績について、

法人による自己評価は次のとおりである。 

全項目（２５７項目）中 

「Ａ：年度計画を上回って実施している」    １６項目（  6.2％） 

「Ｂ：年度計画を予定どおりに実施している」 ２３８項目（ 92.6％） 

「Ｃ：年度計画を下回って実施している」     ３項目（  1.2％） 

「Ｄ：年度計画を大幅に下回って実施している」  ０項目（  0.0％） 

東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故の影響がある中で、理事長

のリーダーシップの下、役員会、経営審議会、教育研究審議会等の内部機関や教職

員が相互に緊密な連携を図りながら、法人を挙げて中期目標の達成に向けて、人材

育成や研究、保健・医療の提供、地域貢献に積極的に取り組み、成果を出しており、

高く評価できる。 

また、東日本大震災等からの復興に向けて、県民健康調査を始めとする各種事業

に積極的に取り組んだことは、大学の社会的評価を大いに高めている。 

しかしながら、平成２８年度に続き平成２９年度においても当期総損失を計上す

る決算となっており、更には積立金を全額取り崩す損失処理を行った後も、法人化

後初めてとなる次期繰越欠損金を計上するに至ったことから、繰越欠損金の解消を

含めた収支改善、財務状況の健全化に向けて、法人の役員・教職員が一丸となって

全力で取り組む必要がある。 

 

１ 福島県立医科大学 

福島県立医科大学では、豊かな人間性や倫理観、コミュニケーション能力を備

えた地域医療に貢献する医療人の育成、学生への各種支援、県内医療確保のため

の医療機関への医師派遣や専門知識を活用した医療教育活動等の地域医療施策、

海外大学との相互交流や海外研究支援による国際交流の深化、独創的で質の高い

研究を推進するための環境整備に取り組んでおり、それらのことについて評価で

きる。 

 

２ 大学附属病院    

特定機能病院である大学附属病院（以下「附属病院」という。）では、全人的・

統合的な医療の提供などのため、法人化を機に医学部附属病院から大学附属病院

となり、既に病院機能評価の認定や都道府県がん診療連携拠点病院の指定を受け、

救命救急センター及びドクターヘリの運営、臨床腫瘍センターの運営、性差医療

センターの運営、リハビリテーションセンターの運営、一般病棟における７対 1

看護の実施、臨床研修の充実、医療の高度化や質の高い医療の提供を支える人材



 

育成、患者や家族のアメニティ（快適さ）の向上への取組など、高度・先進医療、

患者の安全管理と患者サービスの向上、地域医療との連携等に取り組むとともに、

病院長を中心としたガバナンス体制の下で医療安全の確保に取り組んでおり、そ

れらのことについて評価できる。 

また、新病棟（みらい棟）において、救急医療、災害・被ばく医療、子ども・

女性の医療の充実を図るとともに、新たに手術棟を増築し、東北地方では初の導

入となる先端的なハイブリッド手術室やＭＲＩ手術室を設置して本県の医療水準

の向上に努めたことも評価できる。 

 

３ 会津医療センター 

  開設から５年が経過した会津医療センターについては、大学の附属施設として

教育研究の一端を担うため、大学と連携した医学部及び看護学部の学生の臨床実

習を行うなど、地域指向型教育カリキュラムの充実を図ったことについて評価で

きる。 

また、高度で先進的な医療を推進し、地域医療拠点として会津地域の医療向上

に資するため、病院機能評価の認定、病院機能の充実、地域の医療機関との連携

強化、地域医療支援などの取組を行っていることについて評価できる。 

さらには、病院長を中心に医業収益の確保につとめていることも評価できる。 

 

４ 東日本大震災等の復興支援 

  本県復興を担う高度な知識や技術等を備えた医療人を育成するための教育プロ

グラムの実施、県民健康調査や市町村等との連携による被災者の心のケアの推進、

医療関連産業の復興関連プロジェクト支援に向けた研究の推進、放射線医学の教

育研究の推進などについて評価できる。また、本県医療分野における復興拠点と

なる「ふくしま国際医療科学センター」が全面稼働し、計画どおりに進捗してい

る。 

 

第２ 「項目別評価」 

 

１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

  【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

 

(1) 教育に関する目標を達成するための措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２９年度で評価できる取組○（又は検討課題等△）］ 

○ 中期目標の数値目標(国家試験の合格率)について、医師国家試験及び

看護師国家試験では数値目標を達成したが、保健師国家試験では全国平

均をわずかに下回り、数値目標は達成しなかった。 

医師国家試験(新卒) 実績  98.0% (数値目標 95%、全国平均 93.3%) 

保健師国家試験   実績  83.9% (数値目標 95%、全国平均 85.6%) 

看護師国家試験    実績 100.0% (数値目標 100%、全国平均 96.3%)   

○ 新アドミッション・ポリシーを作成し、ホームページ、入学者選抜要

項等に掲載し、また、オ－プンキャンパス等で参加者に広く周知した。 



 

○ 医学部の入学者選抜について、平成３２年度入学者選抜より後期日程試

験を廃止することを決定し、それに替わる選抜方法について検討を進めた。 

 また、平成３３年度からの大学入試改革による新たな入学者選抜に向けて、

これまでの課題を整理し変更後の入学試験の検討を行った。 

○ 看護学部において、平成３３年度からの新たな入学者選抜に向けて、こ

れまでの入試区分毎の入試結果や入学後の成績及び卒業後の進路等を分

析し、入学者選抜方法の検討を行った。 

△ 大学院看護学研究科において、各専門領域の目標入学者数を１～２名

と設定し学生募集や入試説明会の取組を行ったが、平成３０年度入学生

は、定員１０名に対し入学者４名で、定員充足率は４０．０％（目標値

７０．０％以上）となり、目標に届かなかった。 

○ 医学部において、模擬試験受験料の補助やスキル・ラボラトリ－を開

放するなどの取組を行った結果、ＣＢＴ（臨床実習開始前の学生に必要

とされる知識を問う客観試験）の合格率は１００％（目標値１００％）、

ＯＳＣＥ（臨床実習開始前の学生に必要とされる技能と態度を客観的に

評価する実技試験）の合格率は９２．０％（目標値９０．０％以上）と

なり目標を達成した。 

○ 医学部では、福島の歴史・文化・産業等について理解を深め、魅力あ

る地域づくりに向けた営みについて目を向けることで福島の魅力を知

り、学生が、将来、自分の属する地域社会への関心を持ち、魅力ある地

域づくりに関わる意識を醸成することを目的として、第 1 学年後期に「福

島学」を開講した。 

△ 会津医療センタ－において、地域保健・医療の重要性の理解や認識を

促進させるための教育プログラムとして行っている６年生の臨床実習

受入について、１９名以上の目標に対し、１４名であった。 

○ 医学部では、「衛生学・公衆衛生学実習」（４年Ⅱ期必修）やＢＳＬア

ドバンスト（臨床実習上級）コ－ス「地域医療コース」でのホームステ

イ型実習（６年次選択）などを実施し、学生に対し健康問題だけではな

く、地域での医師のあり方も含めた「健康と地域」や「医療と地域」と

の関係に関心が広がるような指導を行った。 

○ 医学部では、定員増に対応した取り組みとして、５年生の臨床実習で

ｉＰａｄを用いた臨床実習ポ－トフォリオシステムの運用を行い、教育

環境の充実を図った。 

○ 医学部では、ファカルティーアドバイザー制について、３年生、４年

生の全学生に対し実施し、個々の学生が持つ問題を適切に抽出し対応可

能な体制整備・充実を図った。 

○ 看護学部では、学生が持つ問題への適切かつ速やかな対応が取れるよ

う、９名の学生生活アドバイザーを配置し、特に新入生が相談や質問し

やすい環境を提供した。 

○ 県内の主な医療機関を対象とした就職ガイダンスを学内で実施すると

ともに、就職情報コーナーの設置や求人情報の学生へのメールなどの情

報提供等により、看護学部卒業生の就職率は中期目標（就職希望者の就

職率１００％）を達成した。 



 

 (2) 研究に関する目標を達成するための措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２９年度で評価できる取組○（又は検討課題等△）］ 

○ 「戦略的学内連携研究推進事業」において、「ふくしま国際医療科学

センタ－活用分野」及び大型の外部資金等の獲得につながる実用化を目

指した研究「実用化分野」を新たに公募対象とし、５件を採択した。 

△ 会津医療センタ－において、科学研究費補助金（文科・厚労科研費の

み）１２件以上の採択目標に対し、９件であった。 

○ 研究開発業務委託先の一般社団法人バイオ産業情報化コンソーシアム

（ＪＢＩＣ）に参画した各企業との間に、成果物等提供契約１９件（目

標：中期目標期間終了時までに１５件）を締結し、目標を達成した。 

○ 関係機関等との研究ネットワ－クの戦略的展開を進め、臨床研究・治

験体制の強化を図るため、一般財団法人大原記念財団との間で一体的な

研究体制構築を目的とした「臨床研究に関する基本協定」を平成２９年

１２月１日付けで締結した。 

○ 研究の国際化を推進するため、英文校正支援サ－ビス従事職員の配置

や学内研究者の英文校正を支援するなど、質の高い英語論文作成支援環

境の整備に取り組んだ結果、英語論文（原著論文、症例報告及び総説）

数は７９４編（目標値：年間５００編以上）となり、目標を達成した。 

○ 創出された知的財産の適切な管理に努めるとともに、大学が保有する

知的財産について、地域企業等が利用しやすいようホ－ムペ－ジでの公

開や研究シ－ズ集改訂に合わせた更新などにより情報を発信した。 

 

 (3) 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２９年度で評価できる取組○（又は検討課題等△）］ 

○ 県民向けの公開講座や講演会を開催したほか、県内の各種教育機関か

らの依頼による講師派遣等に積極的に取り組んだ。また、会津医療セン

ターにおいても、出前講座、健康教室、糖尿病教室と地域住民の健康増

進を支援する活動を積極的に実施した。 

○ 須賀川市の健康長寿推進事業に係るアドバイザー業務やデータベー

ス事務局運営業務を受託し、臨床研究イノベーションセンターが主体と

なって住民の健康増進のための取組を実施した。 

○ 県内８９病院が参加する「ふくしま病院連携ネットワーク」を開催し、 

 マ－ケティング志向の地域連携についての講演会や広域災害救急医療

情報システム（ＥＭＩＳ）を利用した情報伝達訓練を実施した。 

○ 地域医療機関への非常勤医師派遣について、依頼件数が増えたことに

より対応率は８１．０％（目標値８４．０％以上）と目標には届かなか

ったが、対応件数は１，１３５件（目標７００件）となり目標を達成し

た。 

○ 会津医療センターにおいて、大学地域医療支援センターから支援教員

の派遣を受け、県立南会津病院、同宮下病院、国保診所等へ積極的に診

療応援を行った結果、対応率８９％（目標値９０％以上）、対応件数  



 

９６件（目標１００件以上）となり、概ね目標を達成した。 

○ 新医療系学部設置に向けた校舎建設設計について、県及び設計業者と

の検討・協議を進め、要望を反映させた実施設計を完了させた。また、

新医療系学部の基本的な考え方をとりまとめた「中間まとめ」を平成３

０年１月に公表した。 

○ 研究シーズ集の更新発行、医療現場と企業のニ－ズマッチングを目指

した病院見学会を開催するなどし、地域の研究機関等との共同研究を推

進した結果、平成３０年１月に脊椎固定インプラントについて薬事承認

を受けた。 

○ 会津医療センタ－における、産学官連携による共同研究を促進するた

めの外部資金の受け入れ件数は９３件（目標５５件）で、目標を達成し

た。 

 

(4) 国際交流に関する目標を達成するための措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２９年度で評価できる取組○（又は検討課題等△）］ 

    ○ 国際交流室において、新規交流案件などの検討や国際交流に関する情

報共有の機会を設けるなど円滑な国際交流事業を推進し、新たにオハイ

オ州立大学医学部放射線腫瘍学講座と国際学術交流に関する覚書を締

結した。 

    ○ 国際学術交流協定締結校との交流進展を図るとの目標に対し、マウン

トサイナイ医科大学など２校から計６名の学生を受け入れ、また、武漢

大学など５校に計９名の学生を派遣した。 

     

(5) 大学附属病院に関する目標を達成するための措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２９年度で評価できる取組○（又は検討課題等△）］ 

 ○ 関係医療機関等と連携・協力のもと、「地域医療症例検討会」など臨床

研修環境の改善や医療人としての資質等向上を目的としたレジデント

スキルアップセミナーを６回開催（目標２回以上）し、地域医療を担う

人材育成を行った。 

 ○ 看護学部と連携を図り、優秀な人材を確保するという目標に対し、看

護学部から３３名の卒業生を採用した。 

 ○ ドクタ－ヘリの効果的な運航を実施するため、県内４地区で年２回、

症例検討会を開催し、広域連携を締結している隣県などの関係機関との

連携を強化した。 

 ○ メディカルスタッフの資質向上のため、全国規模の学術大会や研究会

等へ積極的に職員を参加させ、知識・技術の習得を図ったことにより、

人工心臓管理技術認定士２名、体外循環認定士１名、心血管インタ－ベ

ンション技師１名が資格を取得した。 

○ 良質な医療を提供するため、診療科、職種を越えた横断的な合同カン

ファランスを開催し、栄養サポ－トチ－ム（ＮＳＴ）と病棟連携による

栄養スクリ－ニングを拡大しＮＳＴに介入する件数が増加するなど、チ



 

－ム医療の推進を図った。 

○ 先進医療を推進する観点から先進的臨床研究支援事業の要綱見直し

を行い、申請のあった３件すべてを承認し臨床研究に対する経費の支援

を行った。 

○ 患者の安全管理及びサ－ビス向上のため、医療安全教育プログラムを

充実させ、現場の要望を踏まえたＰＩＣＣ穿刺シミュレ－ション研修会

を追加実施した。 

○ ６月から患者サポ－トセンタ－を移転し、入院前面談を実施するとと

もに、全診療科の入院受付や病床管理の一元化を行い、円滑な病床管理

を推進した。 

○ 患者や家族のアメニティを考慮した諸設備の在り方を検討するとい

う目標に対し、患者サ－ビス向上委員会において高齢者に配慮した杖置

きを設置した。 

○ 事前診療予約の迅速処理や受付時間延長、受診報告ハガキによる報告

の徹底、連携登録医制度導入による紹介・逆紹介を推進した結果、紹介

率実績は８８．８％（目標値６０％以上）となり、目標を達成した。 

○ 平均在院日数の適正化に配慮しながらベッドコントロ－ルを推進し、

一般病床利用率の向上を図った結果、病床稼働率は８４．２％で前年度

比０．８ポイント増加となったものの、目標の８６％には届かなかった。

一方、一般病棟の平均在院日数は１３．５日（目標：中期目標期間終了

時までに１６日以下）で前年度比０．６日の短縮となり目標を達成した。 

○ 四半期毎に薬事委員会を開催し、後発医薬品への切替に取り組んだ結

果、約５，０００万円の年間費用削減効果を上げた。また、価格交渉に

より年間２，１００万円の費用を削減した。 

○ 会津医療センターでは、医学部生に対しガイダンスなどにおいて会津

医療センターでの臨床研修についての説明や病院見学会を随時行った

結果、初期研修医のマッチング率は１００％（目標値７５％以上）とな

り目標を達成した。 

○ 会津医療センターにおいて、患者支援センターを中心に会津管内の医

療機関との連携を一層推進した結果、紹介率は６９．７％（中期計画目

標値５０％以上）、逆紹介率は５１．２％（中期計画目標値４０％以上）

となり、目標を達成した。 

○ 会津医療センターにおいて、病床利用率８５．９％（中期目標期間終

了時までに８５％）、一般病床の平均在院日数１２．３日（中期目標期

間終了時までに１４日以下）となり、目標を達成した。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

 

２ 東日本大震災等の復興支援に関する目標を達成するためにとるべき措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

 

(1) 県民の健康の保持・増進に関する目標を達成するための措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２９年度で評価できる取組○（又は検討課題等△）］ 



 

○ 会津大学復興支援センター長に、県民健康調査データ管理システムの

次期仕様決定等のために開催している「データベース専門委員会」（５

回開催）への参画を求め、必要な項目について助言等を受けた。 

○ 県民健康調査推進のため、以下の取組を実施した。 

・ 基本調査の回答率向上に向け、甲状腺検査会場において問診票の書

き方支援等を行ったほか、個別訪問対応により支援した。 

・ 甲状腺検査受診機会の確保に向け、学校検査、休日検査や児童・生

徒を対象とした出前授業や保護者等への出張説明会を実施した。 

・ こころの健康度・生活習慣に関する調査について、市町村との連携

を図り、こころの健康アンケ－ト支援や健康セミナ－において「ここ

ろのアンケ－ト」による健康相談を実施するなど、こころのケアにつ

ながる取組を推進した。 

・ 妊産婦に関する調査について、市町村等との連携を図るため、保健

師等市町村担当者及び助産師等母子保健に関わる者を対象とした過年

度の調査結果報告会並びに支援研修会を県内５地域で開催した。 

・ リスクコミュニケーションの効果の評価や市民が求める情報の解析

や学術的な論文作成を行い、適切なリスクコミュニケーションの推進

に貢献した。 

・  ウェブサイトを通じて県民健康調査の成果を中心に原発事故後の

県民の健康に関する情報を内外に発信した。 

 

(2) 復興支援に関する目標を達成するための措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２９年度で評価できる取組○（又は検討課題等△）］ 

○ 災害医療総合学習センターにおいて、県内外のメディカルスタッフや

医学部５年生を対象としたＢＳＬ（臨床実習）や災害医療セミナ－を実

施し、災害・放射線障害に対応できる人材の育成を行った。 

○ 福島医薬品開発支援拠点化事業における新規の成果物情報提供等契

約数は１９件（中期目標期間終了時までに１５件）となり、目標を達成

した。 

 

(3) 放射線医学の教育研究等に関する目標を達成するための措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２９年度で評価できる取組○（又は検討課題等△）］ 

○ 先端臨床研究センタ－において、ＰＥＴ－ＭＲＩ等を活用した早期診

断について、学内外の医師に対し活用に向けた情報提供等に取り組んだ

結果、診断実施数は前年度比約２割の増加となった。 

○ 生物学的線量評価事業に係る広島大学との共同研究を継続して実施

するとともに、民間企業等と共同研究契約を締結し、放射性薬剤やＰＥ

Ｔを利用した研究を進めた。 

○ 県民健康調査検討委員会資料の英訳版をホ－ムペ－ジで公開したほ

か、海外で開催された会議等において、原発事故後の本県の状況及び県

民健康調査等について説明するなど世界に向けた情報発信を強化した。 



 

○ 「災害・被ばく医療科学共同専攻」の共同大学院である長崎大学とテ

レビ会議システムにより、福島開講の「災害医学概論」や長崎開講の「被

ばく影響学」等の講義を行い、災害・被ばく医療科学の専門家を育成し

た。 

   

(4) 復興支援の連携・協力に関する目標を達成するための措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２９年度で評価できる取組○（又は検討課題等△）］ 

○ ＰＥＴ－ＭＲＩやサイクロトロンを活用した最先端の研究に向けて、放

射線医学総合研究所と共同で放射性薬剤製造に関する研究を実施すると

ともに、ＩＣＲＰとの合同ワ－クショップの開催や日本核医学会学術総会

への参加を通じ、国や関係大学、研究機関との連携強化に努めた。 

 

３ 管理運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

 

(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２９年度で評価できる取組○（又は検討課題等△）］ 

 ○ 女性が働きやすい職場環境づくりを整備するため、女性医師の産休及 

   び育児短時間勤務による欠員補充のための代替職員を雇用するなど、制 

    度を利用しやすい環境整備を実施した。 

○ 業務増加に伴う管理部門の増員を図るとともに、新医療系学部設置準

備室への配置を増やし、業務量に見合った人員体制整備や職員の適正配

置を進めた。 

○ 設計・積算事務と入札事務の分離など、入札制度見直し実行計画に基

づき適切に実施した。 

 

(2) 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２９年度で評価できる取組○（又は検討課題等△）］ 

○ 「戦略的学内研究推進事業」の要項を見直し、大型研究資金獲得を目

指した研究を新たに公募対象とし、年間５件の研究課題を採択した。 

 

(3) 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成するための措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２９年度で評価できる取組○（又は検討課題等△）］ 

○ 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の評価を受審し、平成３０

年３月２２日付けで「大学評価基準を満たしている」との評価を受けた。 

○ 広報誌「いごころ」発行（年４回）のほか、新たに公式 Facebook ペ

－ジの開設（７月）などにより、大学の取組みについて県民へ情報発信

を行った。 

 



 

(4) その他業務運営に関する目標を達成するための措置 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２９年度で評価できる取組○（又は検討課題等△）］ 

○ 学術情報センターの利用時間について、試験期間における土日祝日の

時間外利用時間の開始時間を朝９時から朝６時に３時間早め、利用者の

利便性を高めた。また、電子ブックを充実させ、和書を２０８タイトル

購入し、ホームペ－ジでお知らせするなど利用者に対するサポ－トの充

実を図った。 

○ 国立情報学研究所が推進する国際学術無線ＬＡＮロ－ミング

「eduroam」に参加し、学内のユ－ザ－が他の eduroam 参加機関におい

て無線ＬＡＮを利用できるようになった。 

 


